
「ゼロカーボン北海道」
の実現に向けた取組について

令和５年９月

北海道 経済部 ゼロカーボン推進局
ゼロカーボン産業課



内 容

１ 脱炭素を巡る国内外の状況

２ エネルギーの側面からのゼロカーボン北海道

３ 地域脱炭素に取り組む意義

４ 道の支援制度について
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■ 世界の気温変化

⚫ 1880~2021年で気温は約0.81℃上昇。

⚫ 主な原因は、人間の生産活動・生活に由来する大気中の温室効果ガスの増加。

世界平均地上気温変化（20世紀の平均値との差）
（出典：アメリカ海洋大気庁(NOAA※)の公開データベース(R3.12時点）より作成 ）
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⚫ 産業革命以降、化石燃料の使用により徐々に大気中CO2濃度が増加。

⚫ 1960年以降の急激な濃度の増加は、化石燃料（石炭・石油・天然ガス）の使用

量増加に伴うもの（科学的に証明済み）。

大気中の二酸化炭素濃度の推移
（出典：アメリカ海洋大気庁(NOAA）の公開データベース(R3.12時点）より作成 ）
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■ 世界のCO2濃度変化



【IPCC※評価報告書 第６次より抜粋】

⚫ 人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない。

⚫ 向こう数十年の間に二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排出が大幅に減少しない限

り、21世紀中に地球上の平均気温上昇は1.5℃～2℃を超える。

⚫ 温暖化により極端な気象現象（熱波、寒波および豪雨等）の増加や氷河の融解による

海面上昇等が高い確率で起こる。

※IPCC（Intergovernmental Panel on Climate 
Change) :
気候変化に関する科学的な判断基準の提供を目的として
国際的な専門家で構成された組織。
当該組織が発行する「評価報告書」は、国際的な地球温
暖化問題の対応策に大きな影響力がある。

出典：静岡市地球温暖化対策除法サイト

地球温暖化により想定される影響のイメージ
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■ 地球温暖化による影響



北海道7地点（旭川、網走、札幌、帯広、根室、寿都、函館）の年平均温度差のこれまでの変化

出典：札幌管区気象台 自治体職員のための『適応』セミナー資料（2021年1月25日）
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⚫ 道内の年平均気温はこの100年でおよそ1.6℃上昇。

⚫ 道内における短時間強雨（１時間降水量30mm以上）の発生頻度は、約30年

前と比較して約1.6倍に増加。

グレー線：年平均との差
青線：５年平均値
赤線：増加傾向

■ 道内の気温変化



※ t-CO2:地球温暖化係数を意味する。人間の活動で増加した主な温室効果ガスには、二酸化炭素(CO2)、メタン(CH4)、一酸化二窒素(N2O）、
フロン(HFC、PFC、SF6、NF3)がある。大気中の濃度が濃く地球温暖化に及ぼす影響が最も大きい二酸化炭素を１（基準）とした
 各ガスの係数を 用いて換算したことを表す。

（ ）内の数字は、
温室効果ガス中のＣＯ２の割合を示す。
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⚫ 道内の温室効果ガス排出量のピークは、2002（H14）年度の7,547万t-CO2/年※

⚫ 2013年度以降は、概ね減少傾向。

出典：北海道経済部

■ 道内の温室効果ガス排出量
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区 分 北 海 道 全 国

温室効果ガス排出量 ５，９６０万t-CO2 １１５，０００ 万t-CO2

一人当たり １１．４ t-CO2／人 ９．１ t-CO2／人

⚫ 部門別の温室効果ガス排出量では、全国と比べ、民生（家庭）部門及び運輸部門

の割合が高く、民生（業務）部門の割合が低い。

⚫ 一人あたりの温室効果ガス排出量は、全国に比べ約1.3倍。

⚫ 積雪寒冷により冬季の灯油等の使用量が多いことや、広域分散型で自動車への依存

度が高いという地域特性。

出典：北海道経済部
部門別CO2排出量の構成比（2020年（推計値））

■ 道内の温室効果ガス排出の特徴



⚫ 2015年12月 「パリ協定」採択（参加数：175の国と地域）

8出典：気候変動に関する国際連合枠組み条約の事務局資料（NDC Registry)

インド：△45％  中国：2005年比△65％以上

イギリス：1990年比△68%以上

EU(ドイツ・フランス・イタリア等)：1990年比△55%以上

⚫ 1997年 ２月 「京都議定書」採択（主な参加国：イギリス、フランス、ドイツ等）

✓ 地球温暖化の原因となっている温室効果ガスを減らすための国際条約。

✓ 1990年を基準として削減割合を決定。日本の削減目標は△6%

✓ 京都議定書の後継であり、2020年以降の気候変動問題に関する国際的な枠組み。

✓ 世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べ2℃より十分低く保ちつつ(2℃目標)、1.5℃に抑

える努力を追求(1.5℃努力目標)

✓ 目標達成には、今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸収のバランスを達成し、排出

量を実質ゼロとする。

✓ 「グラスゴー気候合意」として公式文書に1.5℃目標が明記されたことにより、気候変動対策の

基準が1.5℃に事実上設定された。

✓ 1.5℃目標が明記されたことに関連して2022年末までに各国が独自に定める2030年の温室

効果ガスの排出削減目標の見直しを要請。

⚫ 2021年10月～11月 COP※26（イギリス・グラスゴー参加数：197の国と地域）

【主な国の2030年までの削減目標】

 アメリカ：2005年比△50~52%
ロシア：2005年比△60％

    カナダ：2005年比△40～45％

世界の動向

※：国連機構変動枠組条約締約国会議（Conference of the Parties）

■ ゼロカーボンを巡る国内外の動向



⚫ 2020年3月 知事による「2050年までの温室効果ガス排出量実質ゼロ」の表明

⚫ 2022年3月 北海道地球温暖化対策推進計画（第3次）の改訂
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国の動向

⚫ 2020年10月 菅総理による2050年カーボンニュートラル宣言

✓ 2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロを目指す

⚫ 2021年4月 2030年度温室効果ガス排出量を新たに表明（→10月決定）

✓ 2030年度に2013年度比46％削減を目指し、更に50％の高みに向けて挑戦

道の動向

✓ 中期目標：2030年度に2013年度比48％削減

✓ 長期目標：2050年までにゼロカーボン北海道の実現

■ ゼロカーボンを巡る国内外の動向



中期目標 2013年度比 ４８％ 削減
今後とも、再生可能エネルギーの道外への移出、ブルー
カーボンの検討など本道の強みを活かした取組により、国の
気候変動対策に貢献

約20%削減7,369

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

0

▲842

5,892

3,788

▲1,142

[万t-CO2]

４８％削減

(3,581万t-CO₂削減)

2013
(基準年度）

2019
(推計値）

2030
中期目標

2050まで
長期目標

森林等吸収量 温室効果ガス排出量

温室効果ガス実質ゼロ

0

産　　業 業務その他 家　庭 運　輸

2,071 1,010 1,519 1,260

排出量 1,428 579 801 907

削減割合 31% 43% 47% 28%

区　分
分野毎の削減目標[万t-CO2]

2030年度

（目標年度）

2013年度排出量（基準年度）

5.6

3.5

2013年度(基準年度)

2030年度(目標年度)

(参考)一世帯当たりの排出量

　　　　　　　　　　　[t-CO2/世帯]

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2 その他 吸収量

単位：
(万t-CO2)
[削減量]

エネ起源

CO2

削減量
55,500

吸収量
4,770

エネ起源

CO2

削減量
2,254

吸収量
1,142

国の目標

48％削減

道の新目標

46％削減

▲956

約36%削減

4,691

2025
（推進の目安）

排出量から吸収量を差し引いた実質排出量
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⚫ 道では2013年度比、2030年までに48%のGHG削減を目標として設定。

出典：ゼロカーボン北海道推進計画（道経済部）

中期目標（2030年度）と排出実績

主な分野毎の削減目標

■ 北海道の温室効果ガス排出削減目標
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✓ 施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
め、省エネの促進、新エネの開発及び導入
の促進に関する基本的な計画を策定。

道

・総合的かつ計画的な施策の策定、実施
・市町村への助言や支援
・自ら率先した省エネ・新エネの推進

事業者
道 民

・省エネの推進、新エネの開発・導入への積極的な努力

✓ 関連産業の振興や情報の提供 など

⚫ 省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発及び導入の促進について、道、事業者

及び道民の責務を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定めている。

道・事業者・道民の責務

計画の策定

具体の施策

省エネルギー・新エネルギー
促進行動計画

■ 北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例
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〈計画の性格と位置付け〉

  ○条例に基づき、目標と施策の基本的な事項を定めています。
〈計画期間〉

令和3年度（2021年度）～ 令和12年度（2030年度）【10年間】

✓ 徹底した省エネ社会の実現

✓ 新エネルギーの最大限の活用による地域における持続的なエネルギー供給と脱炭素化の進展

✓ 「エネルギー基地北海道」の幕開け

✓ 環境関連産業の成長産業化と道内企業の参入拡大などによる地域経済の好循環の実現

需要家の省エネルギー意識の定着と実践

新エネ開発・導入に
係る「3つの挑戦」

挑戦１ 多様な地産地消の展開

挑戦２ 「エネルギー基地北海道」の確立に向けた事業環境整備

挑戦３ 省エネの促進や新エネの開発・導入と一体となった
環境関連産業の振興

〈「目指す姿」の実現に向けた省エネ促進と新エネ開発・導入に係る「3つの挑戦」〉

計画の基本的な考え方

令和12年度（2030年度）に目指す姿

■ 北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画 【第Ⅲ期】



内 容

１ 脱炭素を巡る国内外の現状

２ エネルギーの側面からのゼロカーボン北海道

３ 地域脱炭素に取り組む意義

４ 道の支援制度について
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【風力発電】 全国１位（導入ポテンシャル量は、陸上風力で全国の約50％、洋上風力(着床式・浮体式の計)

で約30％を占める）

【中小水力発電】 全国１位（導入ポテンシャル量は、河川導入で全国の約10％を占める）

【地熱発電】 全国２位（条件：特別保護地区・第1種特別地域を除く国立・国定公園の開発あり）

     （蒸気フラッシュ、バイナリー、低温バイナリーの計）

【太陽光発電】   全国１位（導入ポテンシャル量は、全国の約23％を占める（建物系、土地系の計））

                          「再生可能エネルギー情報提供システム(REPOS) 2023年4月修正版」（環境省）

シャープ苫小牧第一太陽光発電所（出典：シャープ）オトンルイ風力発電所、幌延風力発電(株)（出典：NEDO） 北海道電力(株) 森地熱発電所

⚫ 北海道は太陽光や風力、バイオマス、地熱、石炭といった多様なエネルギー源が豊富に

賦存し、とりわけ新エネルギーの活用に向けては全国随一のポテンシャル。

⚫ エネルギーの地産地消などの取組、固定価格買取制度（FIT）を契機として数多くの

構想が提起。

北海道の新エネ導入ポテンシャル

■ 北海道における新エネルギーのポテンシャルと導入状況
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新エネ等発電所出力数
（令和４年３月末現在）

固定価格買取制度による再エネ設備の
認定状況（令和４年12月末現在）

■ 北海道における新エネルギーの導入状況



（単位：万kW）⚫北海道における新エネ導入実績（発電設備容量）

（北海道経済部調べ）

※太陽光の非住宅は出力10kW以上、住宅は出力10kW未満のもの
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風力

中小水力

太陽光(非住宅)

発電設備容量の推移

■ 北海道における新エネルギーの導入状況



➢ 年間電力需要量：約285億kWh

火力, 

70.7%

原子力, 

0.0%

水力, 

15.2%

風力, 3.5%

太陽光, 3.6% 地熱, 0.3%

バイオマス, 5.6%

廃棄物, 1.1%

（単位：千kWh）

➢ 総発電電力量：約326億kWh

➢ うち再エネ発電量：約95.5億kWh

（シェア：約29.3％）

・ 水 力：約49.7億kWh

・ 風 力：約11.3億kWh

・ 太陽光：約11.9億kWh

・ 地 熱：約 0.9億kWh

・ バイオマス：約18.2億kWh

・ 廃棄物：3.6億kWh

2021(R3)年度 火力 原子力 水力 風力 太陽光 地熱 バイオマス 廃棄物 計

発電実績 23,090,730 0 4,969,408 1,129,593 1,186,774 86,554 1,818,304 364,174 32,645,537 

割 合 70.7% 0.0% 15.2% 3.5% 3.6% 0.3% 5.6% 1.1% 100.0%
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道内の電力需要

道内の発電電力量

出典：電力調査統計（経済産業省資源エネルギー庁） ※自家用発電分を除く

■ 道内の電力状況 （２０２１年度）
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⚫ 太陽光、風力、バイオマス、地熱など、地域特有の新エネルギーの導入が進む。

⚫ 2030年度以降は、大型の洋上風力発電が続々稼働の予定。

※ 「海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域指定ガイドライン（経済産業省）」を踏ま
え、各地域における促進区域指定のニーズに関する情報等、様々な情報を収集したうえで、早
期に促進区域に指定できる見込みがあり、より具体的な検討を進めるべき区域。

※

（北海道経済部調べ）

■ 北海道における新エネルギーの導入状況



新エネの最大導入に向けた動き【地熱】

◎弟子屈町地域：FIT設備認定 出力100kW
㈱セイユウ、H25稼働

※ 湯沼－アトサヌプリ地域：掘削調査中
  弟子屈町

※赤井川村余市岳北部：試掘調査検討中
住友林業㈱

※京極北部地域：掘削中
㈱大林組

※留寿都地域：試掘調査
㈱大林組

※ニセコ蘭越地域：掘削中
三井石油開発㈱

◎洞爺湖町地域：自家消費  H29.3稼働
 出力41kW  洞爺湖温泉利用(協)

◎奥尻町地域：FIT設備認定 出力250kW
㈱越森石油電器商会H29.12稼働

◎森地熱発電所：出力25,000kW
北海道電力㈱、S57稼働

※森バイナリー発電所：出力2,000kW
森バイナリーパワー(同)

※函館市南茅部地域：建設中
オリックス㈱

※函館市恵山地域：還元井検討中
㈱レノバ、三菱マテリアル㈱
大和エナジー・インフラ㈱

※赤井川村阿女鱒岳地域：掘削調査中
出光興産㈱、国際石油開発帝石ほか

凡例

◎稼働中
※建設段階・調査等
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⚫ 太陽光、風力、バイオマス、地熱など、地域特有の新エネルギーの導入が進む。

（北海道経済部調べ）

■ 北海道における新エネルギーの導入状況（地熱）



2050年ゼロカーボン北海道の実現

太陽光、（洋上）風力、バイオマス等の再エネの大幅拡大

蓄電池

再エネ出力は変動性が大きいため、調整手段充実の同時進行が必要

水素 系統線

CCS※1 CCUS※2 森林等の吸収源の充実

カーボンプライシング（必要な投資をどう生み出すか？）

※1：Carbon dioxide Capture and Storage ※2：Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage
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行動変容
（省エネ）

課題

【調整力】

再エネの充実だけではゼロカーボンの達成は困難・・・

■ ２０５０年ゼロカーボン北海道の実現に向けたポイント



エネルギー基地
北海道

大消費地

日本海ルート
(400万kW）

(400万kW）

北海道～東北～東京
ルート新設

約2.5兆～3.4兆円

北海道地内増強
約1.1兆円

太平洋ルート

【北本連系】

90万kW
↓

120万KW
（2028年3月）

【日本海ルート】

「北海道からの海底
直流送電については、
2030年度を目指して
整備を進める」

(GX基本方針
2023.2閣議決定)

(200万kW）
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⚫ 地内系統の増強に加え、広域連系を強化し、生み出した再エネ由来電気を送電。

広域系統長期方針より作成
（令和５年３月、電力広域的運営推進機関）

■ 今後の広域系統整備及び新々北本連系設備について



内 容

１ 脱炭素を巡る国内外の現状

２ エネルギーの側面からのゼロカーボン北海道

３ 地域脱炭素に取り組む意義

４ 道の支援制度について

22



✓ ゼロカーボン北海道関連予算とりまとめ
✓ 北海道版脱炭素支援ハンドブックの作成
✓ 「ゼロ北テラス」（相談窓口の設置）
✓ 「ゼロ北メーリス」の配信

<タスクフォースの成果>

【メンバー】
・内閣府（事務局）
・総務省       ・農林水産省
・経済産業省 ・国土交通省
・環境省 ・内閣官房

【メンバー】
・北海道地方環境事務所（事務局）
・北海道総合通信局 ・北海道農政事務所
・北海道森林管理局 ・北海道経済産業局
・北海道開発局 ・北海道運輸局

【オブザーバー】
・北海道 ・北海道財務局

連携
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⚫ 骨太の方針2021に明記（2022版にも明記）

⚫  「ゼロカーボン北海道、食と観光、北方領土隣接地域の振興等、北海道開発に取り

組む。」2021年８月には「ゼロカーボン北海道」タスクフォースを立ち上げ。

【ゼロカーボン北海道タスクフォース】

本府省 地方支分部局

出典：環境省北海道地方環境事務所HPより

■ 「ゼロカーボン北海道」の特徴～国と連携した取組～



⚫ 地域の資源、技術･産業を活かした地域の活性化、地域課題の解決
⚫ 持続可能な地域づくりの一環としてゼロカーボンの流れを活用可能

木質バイオマス

農林畜産資源を活かした
バイオ燃料

中小水力発電

風力発電

太陽光発電

地熱発電

畜産バイオマス
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地域産業の活性化企業誘致 脱炭素ツーリズム

雇用拡大 エネルギーレジリエンス強化

地域交通の維持

エネルギー費用の域外流出防止

エネルギーの地産地消

■ 地域脱炭素を目指す意義

様々な価値を地域に生み出す！
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『ゼロカーボンシティ宣言』
 2023年６月30日現在

北海道と道内134市町村で表明

『脱炭素先行地域』

北海道では５地域が選定
※第１回(R4.4)、第２回(R4.11) の選定結果

自動運転バス 畜産バイオマス

上士幌町

畜産バイオマス H
2

鹿追町

木質バイオマス 風力

石狩市
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札幌市

水素ステーション

奥尻町

地熱バイナリ

■ 地域脱炭素を目指した取組



地球温暖化対策推進法に基づく実行計画
（事務事業編の策定）

地球温暖化対策推進法第21

条では、全ての市町村に地方公共

団体が実施している事務・事業に

関し、温室効果ガスの排出量の削

減等に取り組むための計画

道内では、１６２の市町村で

計画を策定しており、策定率は

約９１％

２０２３（R５）年６月末現在 道による
調査
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■ 市町村が脱炭素を進めるための制度的枠組み



地球温暖化対策推進法に基づく実行計画
（区域施策編の策定）

２０２３（R5）年６月末現在 道による調
査

地球温暖化対策推進法第21条

では、都道府県、政令指定都市、

中核市に対して、その区域の自然

的社会的条件に応じて、温室効

果ガスの排出の抑制等を行うため

の施策に関する事項（いわゆる区

域施策編）を策定することを義務

付けている。中核市未満の市町村

に対しては、努力義務

道内では、４１の市町村で策定
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■ 市町村が脱炭素を進めるための制度的枠組み
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■ 国の補助制度（計画づくり支援事業）について



提案者 提案概要

石狩市
石狩湾新港において、太陽光発電設備の導入と木質バイオマス発電設備を活用した特定送配電事業により、デー

タセンター群等に再エネ電力を供給。その他市中心部の公共施設群にマイクログリッドの構築等を行う。

上士幌
町

町全域の民生需要家に対し、かみしほろ電力を通じて、家畜ふん尿由来のバイオガス発電、町有地や公共施設を活
用した大規模太陽光発電や卒FIT電源からの再エネを供給。また、全公用車両のEV・PHEV更新等により、運輸部門
等の脱炭素化を図る。

鹿追町
役場周辺エリア、交流拠点となる瓜幕エリア、地域振興の拠点となる然別湖エリア、町内に再エネを届けるエネルギー供

給エリアの４つのエリアで太陽光やバイオガスプラント等の施設導入を集中して行うとともに、公共施設群においては、オン
サイトに加え、地域新電力を介して再エネ由来電気を供給。

札幌市
都心地域の民間施設群でZEB化、太陽光発電等の導入促進や、木質バイオマスなどの再エネを利用した熱供給、

CNガス切替による電力・熱の脱炭素化を推進。道内初となる大型車両に対応した定置式水素ステーションを整備し、
石狩湾で建設中の洋上風力発電の余剰電力で製造されたグリーン水素を活用。

奥尻町
地熱・太陽光発電等の導入と既存の水力発電により、公共施設や人口が集中する２エリアに自営線によるサブネッ

トワークを構築し、島全体を脱炭素化。EV自動運転デマンドバスやグリーンスローモビリティなどを導入し住民の利便
性を向上し、脱炭素化の取組を通じ「サスティナブル・アイランド奥尻」実現。

⚫ 国は、2050年までに温室効果ガス排出の実質ゼロを目指すため、全国の農山漁村や離島、都市部などから、2030
年度までに実質ゼロを実現するモデルとなる「脱炭素先行地域」を100ヵ所以上選定し、全国各地での「脱炭素ドミノ」
を展開することとしている。

⚫ 選定要件として、応募地域内の民生部門の電力消費に伴うCO2排出量を実質ゼロとすることが求められる。
⚫ 採択された市町村は、「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」を活用し、太陽光、バイオマスなどの再エネ発電設備の

導入や蓄電池等の基盤インフラ整備、ZEB・ZEHや断熱改修などを実施できる。
⚫ 概ね５年程度、補助率原則２/３（財政力指数0.51以下の自治体は３/４)、限度額50億円。

【道内の採択状況（道内から次の５市町が採択・全国では６２件が採択）】
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■ 脱炭素先行地域の概要
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■ 国の補助制度（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）について



再生エネルギーの活用

脱炭素化を地域の活性化につなげること

住民の快適な暮らし

石油・石炭の使用

地域内の消費・雇用へ
さらには地域外への販売で地域の所得増へ

地域のお金の
域外への流出

地域資源を活用した再生可能エネルギーの使用

（例えば・・・）
・家庭の高断熱化で、ヒートショックの防止、熱中症の予防、光熱水費の支払減など
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■ 市町村の脱炭素の目的
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では、地方創生に資する脱炭素とするためには何をすべきか？

① 化石燃料代替となる地域資源のエネルギー化

・風力、太陽光、地熱など自然由来のエネルギーによる発電
・廃棄物の焼却施設での発電
・家畜ふん尿のメタン発酵によるバイオガス化による発電
・間伐材の木質バイオマスボイラーによる発電
・下水道汚泥や食品残渣のメタン発酵によるバイオガス化
・稲わらなどをボイラーやストーブの固形燃料化
・使用済み食用油のバイオ燃料化
・雪を農作物等貯蔵施設やデータセンターで雪氷冷熱として利用
・温泉廃熱のロードヒーティングなどへの有効利用 など

※地域資源を活用した脱炭素の取組は、環境分野だけではなく、
雇用や経済の好循環といった地方創生にもつながる。

 また、地域マイクログリッドによりレジリエンスの強化が図られる。

■ 市町村の脱炭素



②事業所、公共施設等での徹底した省エネ
［公共施設での例］

・事務所をZEBに更新･改修

・建築物の断熱性能の向上（高断熱･高気密化､複層ガラスの採用）

・ESCO事業（エネルギーサービス企業）の活用による省エネ化

・BEMS（ビル･エネルギーマネジメントシステム）の導入による

エネルギー使用の最適化

・ヒートポンプの活用、地熱や排熱等の熱利用

・高効率ボイラーの導入、照明のLED化

・冷暖房温度の最適化、ブラインドの活用による太陽光･冷気の遮断等

・パソコン、コピー機などのOA機器の省電力機能の活用

・テレワーク・Wｅｂ会議システム等の効果的な活用

・公用車の次世代自動車化

など
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■ 市町村の脱炭素



③市町村内から排出しているCO2排出量、森林吸収量の把握

行政区域内の排出量

産業部門 運輸部門

非エネルギー起源家庭部門

エネルギー転換部門業務その他部門

森林等吸収量

道において、市町村ごとの森
林吸収量を算定予定

消費量、活動量による積み上げ、
国や道の排出量からの按分により算定
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■ 市町村の脱炭素



家庭のCO2排出量見える化アプリ（イメージ）

北海道応援団会議・企業など

市町村

<主な機能>

• CO2排出量を自動計算

•使用量、CO2排出量の経時

変化をグラフ、表で可視化

• CO2排出削減に係る情報提

供

入力データ
取得

CO2見える化アプリ

北
海
道

ア
プ
リ
開
発
事
業
者

市町村別排出
データの取得

アプリ提供
アプリ設計
保守・管理

開発・運用
委託

市町村別CO2

排出量データ提供

モノやポイントなど応援

道民の皆さま

入力を促す
プッシュ通知

ポイントなどの
インセンティブ

・自己のCO2排出量認識
・排出削減への動機付け
・脱炭素関連情報の提供による
削減意欲を加速化

温対計画の目標設定等にも活用！

⚫ 各家庭からの二酸化炭素を「見える化」するためのアプリを開発し、道民に利用してもらうことにより、行動
変容を促すとともに、そのデータを活用により、市町村単位での排出量算定を精緻化

⚫ 民間事業者が自らの活動に伴うCO2排出量を算定し、WEB上で公表する「北海道排出量ボード」を作
成し、事業者の脱炭素意欲を醸成
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■ 道民のCO2排出量の見える化



〈国民的関心〉
気候変動への関心の高さ（令和２年度気候変動に関する世論調査 内閣府）

関心がある 88.3％ 関心がない 9.3％
⇒ 気候変動に関する取組が国民･道民に訴求力あり

〈経済界の流れ〉
東京証券取引所 プライム市場上場会社での気候変動に関する情報開示

⇒ 自社のCO2排出に加え、サプライチェーン全体の排出量を開示する流れ
⇒ 今後、中小企業も排出量の開示を求められる可能性

[参考：プライム市場上場の林業関係企業の排出量公表例]
【住友林業】 (2021年度 目標の基準年は2017年数値)
排出量：自社＋グループ会社：370,772t-CO2 サプライチェーン上･下流：983.5万ｔ－CO2
目 標：自社＋グループ会社：2030年54.6％削減  サプライチェーン上･下流：2030年16％削減

〈国の流れ〉
ＧＸ：脱炭素とエネルギー安定供給、経済成長の同時実現

⇒ 今後10年間で150兆円を超えるＧＸ投資を官民協調で実現！
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■ 国・経済界の潮流と国民的関心

ゼロカーボンへの取組と発信が
ビジネスチャンスの拡大に！！



優位性

脱炭素の流れから、サプライヤーにも排出削減を求める傾向 
→ 自社の競争力を強化し、売上・受注を拡大
例 イオンモール(株)：館内の警備・清掃等に関わる従業員やモール運営に携わるサプライ
     ヤー、出店しているすべての専門店に対して、環境教育を実施するとともに、排出削減に

つながる行動を要請。

経費低減
光熱費や燃料費の低減 → 経費の有効活用
 → 更なる事業展開への可能性

知名度・
認知度向上

メディアへの掲載や国・自治体からの表彰による知名度・認知度の
向上。特に中小規模事業者の取組はまだ少なくPR効果大
（表彰の例：気候変動アクション環境大臣表彰、北海道省エネルギー･新エネルギー促進
大賞）

人材獲得力
強化

社会課題の解決に取り組む姿勢→社員のモチベーション向上、
気候変動問題への関心の高い人材から共感・評価され、意欲を持った
人材が集まる

資金調達 融資先の選定基準に地球温暖化対策への取組状況を加味し、
脱炭素経営を進める企業への融資条件を優遇する取組もある
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■事業者が実施するｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝの取組により期待される効果



⚫ 温室効果ガスを削減するには、
①可能な限りエネルギー消費量を削減する（省エネを進める）
②エネルギーの低炭素化を進める（再エネ等の活用）
③電化や重油からのガス化を促進する（中長期的なエネルギー転換）

⚫ 脱炭素化の検討を行う前に、現状認識が必要。

出典：環境省「温室効果ガス削減中長期ビジョン検討会 とりまとめ」（2015年12月） 38

■ 具体的な脱炭素化の進め方



情報発信現状認識
改善への

決意
取組実践

事業者の皆様に行っていただきたい事項

排出量の算出 改善手法の検討
省エネ、新エネなどの

取組の実施
取組の対外的発信

【道の制度】

・排出量算定シート
・北海道排出量ボード

【道などの制度】

・ゼロカーボンチャレンジャー
宣言
・取組事例集
・省エネ診断
･ゼロ北ハンドブック

【道の制度】

・各種補助金
・ゼロカーボンチャレンジャー
制度による
金融機関等の優遇

【道の制度】

・省エネ･新エネ大賞など
の表彰制度

■ 事業者における具体的な脱炭素化の進め方のイメージ



①北海道庁ホームページ上部の検索窓に「ゼ
ロカーボン戦略課」と入力

②サイト内検索後、「ゼロカーボン推進局ゼロカーボン戦略課」
のページが出てくるのでクリック

①

②

③

URL：https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/zcs/

③表示されたページにある
「排出量算定シート」（Excelファイル）を使用
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■ 自社の排出量を知る（排出量算定シート）
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■ 自社の排出量を知る（排出量算定シート）



北海道グリーン・ビズ認定制度
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ks/ksk/hgb_index.html

優良な取組部門
創意あふれる取組

部門
先進的な取組

部門

取組内容に応じて３段階の登録申請
［取組項目(全18項目を自己評価)］
・エネルギー使用量の削減 ・省エネ機器等の導入
・自動車利用の抑制 ・廃棄物の分別・リサイクルの実施 など

ランク１ １～７項目を実施
ランク２ ８項目以上実施
ランク３ 環境マネジメントシステム認証取得

【登録・認定のメリット】

・道HP等によるPR
・シンボルマークの使用
・道発注工事総合評価方式での加点
・金融機関での私募債発行時の金利
 優遇等
※３年間有効 登録料、年会費など無し

登録事業者のうち、ゼロカーボン北海道の実現に向け、具体的な取
組を宣誓・実践いただける事業者を

ゼロカーボン・チャレンジャー
として登録（無料）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ks/ksk/106794.html

※札幌市内の事業所は、さっぽろエコメンバーとして登録
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■ ゼロカーボンチャレンジャー（北海道グリーンビズ認定）



https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/zcs/index.html
｢ゼロカーボン北海道｣実現に向けた取組事例集」

⚫ 事業者の皆様がゼロカーボンについて取り組みやすい内容を道がまとめた   
「ゼロカーボン北海道」実現に向けた取組事例集の活用
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■ ゼロカーボンの取組（取組事例集）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ks/zcs/index.html


内 容

１ 脱炭素を巡る国内外の現状

２ エネルギーの側面からのゼロカーボン北海道

３ 地域脱炭素に取り組む意義

４ 道の支援制度について
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＜導入・事業化支援＞
☆新エネルギー設備等導入支援事業
 ・新エネルギー設計支援事業
 ・新エネルギー設備導入支援事業

☆ゼロカーボン地域プロジェクト支援事業
 ・ゼロカーボン・モビリティ導入支援事業
 ・ゼロカーボン・ビレッジ構築支援事業
 ・ゼロカーボン・イノベーション導入支援事業
 ・地熱井掘削支援事業
 ・地域資源活用基盤整備支援事業

＜導入・事業化に向けた
可能性調査への支援＞

●地域新エネルギー導入加速化調査
 支援事業

●地熱資源利用促進事業
（地熱井等調査）

＜省エネ・新エネ相談サポート＞
○省エネ・新エネ促進・関連産業

振興ワンストップ窓口
○省エネ・新エネサポート窓口

＜アドバイザー派遣＞
○地熱・温泉熱アドバイザー

初期段階 調査・計画段階 導入・事業化段階

（※北海道経済部ゼロカーボン産業課新エネ係が所管する事業等）

☆：ゼロカ－ボン北海道推進基金事業
●：基金事業以外の財政支援
○：普及啓発など財政以外の支援

☆新エネルギーコーディネート支援事業
（コーディネーターによる掘り起こし・支援、新エネルギー導入の課題検討・調査 等）

■ 新エネルギー導入促進に向けた支援制度の体系

事業の掘り起こし～計画策定、事業実施までの各段階での支援を実現



事業の内容

【事業目的･概要】

ゼロカーボン北海道推進基金を活用し、新エネルギーにおける地域の多様な
ニーズに対応するため、構想・計画段階から設備導入段階までの各段階に応じ
て総合的に支援します。

⑴新エネルギー導入促進支援事業
地域が主体となって行う新エネルギー等の導入に対して、事業の 
掘起しと事業計画等の策定支援、普及啓発等を行います。

⑵新エネルギー設備等導入支援事業
地域が主体となって行う新エネルギー導入と、合わせて行う新エ

ネ導入の効果を増大させる省エネルギー導入等を支援します。

⑶ゼロカーボン地域プロジェクト支援事業
地域と企業等が連携して自立分散型エネルギーシステム導入や地

域マイクログリッド構築、実用化目前の新エネルギー技術の地域へ
の導入などの取組に対し支援します。

【条件（対象者､補助率等）】 ※最長年度がないものは単年度

事業イメージ

⑴新エネルギー導入促進支援事業

新エネ専門人材を地域に派遣し、取組の掘起し
や、構想・計画・導入等の各段階に応じた支援
を行います。また、エネルギー地産地消の展開を
図るセミナーを開催します。

⑵新エネルギー設備等導入支援事業

地域が主体となって行う小水力やバイオマス、地
中熱などの新エネと、合わせて行う蓄電池や省エ
ネ等の導入に必要な設計や導入の費用を補助
します。

⑶ゼロカーボン地域プロジェクト支援事業

薪ボイラー 熱の多段階利用

担当窓口：北海道 経済部 ゼロカーボン推進局ゼロカーボン産業課 新エネルギー係

道

シンクタンク等

市町村と企業
の連携体等

  補助
(2) 1/2、2/3、設計 500万円

導入 1,000万円､5,000万円､1億円(最長2カ年度)

(3)① 1/2、5,000万円

(3)② 1/2、調査 500万円、構築 1.5億円(最長2カ年度)

(3)③ 2/3、2億円(最長3カ年度)

委託

①ゼロカーボン・モビリティ導入支援
新エネと電気自動車(ＥＶ)、蓄電池等を
組み合わせた自立分散型エネルギーシス
テム(Ｖ２Ｘ)の導入に対し支援します。

②ゼロカーボン・ビレッジ構築支援
地域の分散型エネルギーシステムをIoT
技術で組み合わせて街区単位や複数施設
で面的に活用する需給一体の取組に対し
て支援します。

③ゼロカーボン・イノベーション導入支援
大学等が地域の新エネ資源を活用して開
発した実用化目前の先端技術について、
市町村と大学、地元企業等が連携して地
域特性に合わせて仕様等を最適化し、実
装する取組に対して支援します。
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■ ゼロカーボン北海道推進基金事業（新エネ導入支援関係）



■ゼロカーボン地域プロジェクト支援事業
（ゼロカーボン北海道に向け果敢に挑戦する地域の主体的な取組を応援）

北海道ゼロカーボン･モビリティ
【新エネ活用Ｖ２Ｘクラスターの形成】

北海道ゼロカーボン･ビレッジ
【需給一体型エネルギーシステムの形成】

北海道ゼロカーボン･イノベーション
【新エネ先端技術を世界に発信】

自治体と企業が連携して、自家消費型新エネ発電と

電気自動車や定置型蓄電池を遠隔（自動）制御で

充放電する自立分散型エネルギーシステムを導入し、

施設のピークカットによるエネルギーコスト削減や停電時

の重要施設部分への電力供給、施設の分散型避難

所としての非常時対応、分散型エネルギーシステムの

地域内クラスター化による波及効果、CO2削減効果

等の有効性を検証。

市町村を中心に地元企業やＮＰＯなどが参加して、

地域に賦存する豊富な新エネルギーや、既に需要家が

有する太陽光発電、電気自動車など多様な分散型エ

ネルギーリソースをＩoＴ技術により組み合わせて市町

村単位や街区単位、複数の公共施設、民間施設など

で面的に活用するなど、需要と供給が一体となった取

組を支援。

実用化が目前に迫った先端技術の研究成果については、地

域の新エネの性質やプレーヤー企業、需要家等など地域の特性

に合わせて仕様を構成し、コストや仕様・能力面を最適化する

必要があることから、こうした問題解決の実用化事業を一定期

間支援することで、失敗を恐れずスピーディーに挑戦できる環境

を整えるほか、技術のスピルオーバー※や人材育成（フェイル･

ファストなど学習効果）といった副次的効果も期待。

※思わぬところに技術的・経済的な影響が及ぶこと

市町村

ホテル・商業施設

従業員やレンタカー
などの電気自動車

太陽光発電

熱電併給型
バイオマス
ボイラ

平常時
ピークカット用電

源

ピークカット・非常用電源

従業員の
電気自動車

工場・事務所

小型風力

ピークカット・非常用電源

非常時

非常時

旅行者等の
分散型避難所

地域住民等の
分散型避難所

非常用電源

非常時

公用電気自動車
※休日はカーシェアリング

計
画
か
ら
設
計
・
導
入
・
運
用
・
非
常
時
等
に
お
け
る
連
携
（
協
定
）

多様な地産地消の展開
北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画【第Ⅲ期】

構成：興部町､大阪大学､エア･ウォーター北海道､岩田地崎建設
経過：2018年 大阪大学でメタンガスと二酸化塩素によるメタノー

ル・ギ酸転換技術を開発
2019年 興部町と大阪大学でバイオガスの液体燃料転換に関

する技術開発の二者連携協定締結
2021年 早期の実用化を目指し、バイオガス技術を持つエ

ア･ウォーター北海道、プラントの建設・研究開発技
術を持つ岩田地崎建設を加えた四者協定を締結

バイオガスからメタノールとギ酸を製造する
光化学プラントの開発

道内における先端技術の研究開発事例
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事 業 名 事 業 概 要 対象者、補助率、補助額等

地

域

支

援

人
的
支
援

新エネルギー導入
促進支援事業

コーディネート
支援事業

新エネ専門人材（コーディネーター）の地域派
遣や、市町村・企業等のマッチング、エネルギー
地産地消の展開を図るセミナーを行います

対象：市町村、企業等

設

備

等

導

入

支

援

新エネルギー設備等
導入支援事業

設計支援 新エネルギー設備等の設計費用を支援します
対象：市町村又は市町村と企業等の共同体、

民間事業者(地域貢献に資するもの)
補助率等：1/2以内、500万円

設備導入支援 新エネルギー設備等の導入費用を支援します

対象：市町村又は市町村と企業等の共同体、
民間事業者(地域貢献に資するもの)

補助率等：設備導入 1/2以内､5,000万円
モデル成果を活用した設備導入
 1/2以内､最長2カ年度で1億円

地熱井掘削支援
発電や熱利用を目的として行う地熱井の掘削
を支援します

対象：市町村又は市町村と企業等の共同体
補助率等：2/3以内、5,000万円

地域資源活用基盤
整備支援

固定価格買取制度を活用した取組において電
力系統に接続するための送電線等の整備に要
する費用を支援します

対象：企業又は市町村と企業等の共同体
補助率等：1/2以内、1,000万円

※売電収益からの返還条件あり

ゼロカーボン地域
プロジェクト支援
事業

ゼロカーボン･
モビリティ導入支援

新エネと電気自動車(ＥＶ)、蓄電池等を組み
合わせた自立分散型エネルギーシステム(Ｖ２
Ｘ)の導入を支援します

対象：市町村と企業等の連携体等

補助率等：1/2以内、5,000万円

ゼロカーボン･
ビレッジ構築支援

地域マイクログリッド構想や熱の面的利用など需
給一体型エネルギーシステムの構築を支援しま
す

対象：市町村と企業等の連携体等

補助率等：計画策定 1/2以内、500万円
   構築 1/2以内

最長2カ年度で1.5億円

ゼロカーボン･
イノベーション導入支援

実用化目前の新エネルギー先端技術の地域へ
の導入を支援します

対象：市町村と企業等の連携体等

補助率等：2/3以内、最長3カ年度で2億円

48経済部ゼロカーボン推進局ゼロカーボン産業課：（直通） (011)-204-5319

【R5】 ９／１５まで

【R5】 ９／１５まで

【R5】 ９／１５まで

【R5】 ９／１５まで

【R5】 ９／１５まで

【R5】 終了

【R5】 終了

■ ゼロカーボン北海道推進基金の概要 【新エネ導入支援関係】



2

事業の内容

事業目的･概要

地域に賦存するエネルギー資源を活かした新エネルギーの導入を促
進するため、導入構想の策定や市町村の新エネルギー導入拡大のため
の計画等（以下、「新エネビジョン等」という。）に基づいた具体的
な導入可能性調査を支援します。

⑴地域新エネルギー導入加速化調査支援事業
市町村の新エネビジョン等に基づく、新エネルギー設備の導入を

前提とした事業実施可能性調査（ＦＳ調査）等を支援します。

⑵地熱資源利用促進事業
①アドバイザー派遣

地熱や温泉熱、これらを活用した産業振興などの専門家をアド
バイザーとして、地熱・温泉熱利用の活用を検討している市町村
等に派遣します。

②地熱井等調査補助
地域資源を地域振興に活用する取組の促進を図るため、地域振

興に資する発電や熱利用を目的として行う地熱井の調査等を支援
します。

条件（対象者､補助率等）

事業イメージ

道
市町村又は

市町村と企業の
連携体等

補助
(1)  1/2以内、FS調査 上限300万円

派遣

⑴地域新エネルギー導入加速化調査支援事業

新エネビジョン等に位置づけられているプロジェク
ト、実証実験及び事業の可能性を調査するため
の事業を補助します。
＜対象事業例＞
○小水力発電やバイオマス発電導入の
ための事業可能性調査・実証試験

○排熱を利用した農業用ハウス栽培の熱
源としての活用可能性調査 など

⑵地熱資源利用促進事業

①地熱・温泉熱アドバイザー派遣事業
市町村等の取組や相談など要望内容に対応

したアドバイザーを選定し、日程調整のうえ市町
村等へ派遣します。
＜想定される活用方法＞
○地域や職場における勉強会
○地域の地熱・温泉熱のポテンシャルや
活用方法に関する相談・検討

○既に地熱・温泉熱を活用している施設
における課題等への助言など

②地熱井等調査補助
地熱資源の発電や熱利用における活用を図り

地域振興に資することを目的とする地熱井等の
調査事業であって、発電の場合は出力が１０
ｋＷ程度以上（送電端）の規模、熱利用の
場合は浴用以外に利用する取組に対して支援
します。
＜対象事業例＞
○地表調査、調査井掘削調査、既存温泉
源の現況調査、地熱資源活用調査など

補助
(2)② 2/3以内、調査 上限1,200万円

専門家
(2)① 依頼 アドバイザー

一般的なバイナリー発電システム構成図

北見市（おんねゆ温泉・山の水族館養生施設）

摩周湖温泉熱利用温度差発電施設

【地熱資源の導入事例】

令和３年度 厚岸町バイオマス利用可能性調査
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【R5】 終了

【R5】 終了

絶賛受付中

■ 地域新エネルギー導入調査総合支援事業
担当窓口：北海道 経済部 ゼロカーボン推進局ゼロカーボン産業課 新エネルギー係
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◆ガイドライン

環境省、経済産業省資源エネルギー庁及び北海道では下記のとおりガイドラインを定めております。

発電設備設置を計画する際などに参照してください。

【環境省】
太陽光発電の環境配慮ガイドライン ※クリックするとHPへ移動します。以下同。

【資源エネルギー庁】
事業計画策定ガイドライン

・太陽光発電
・風力発電
・水力発電
・地熱発電
・バイオマス

【北海道】
北海道太陽電池・風力発電設備景観形成ガイドライン

◆再生可能エネルギー事業の不適切案件に関する情報提供フォーム

経済産業省資源エネルギー庁では、太陽光発電など再生可能エネルギー事業の不適切案件に関する情

報提供フォームを開設しておりますのでご活用ください。

➡ https://saiene.go.jp/register/

■ （参考）国や道が定めているガイドライン等について

https://www.env.go.jp/content/900515354.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/guideline_solar.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/guideline_wind.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/guideline_water.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/guideline_geothermal.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/guideline_biomass.pdf
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/tki/mdr/guideline/taiyouhuuryoku.html
https://saiene.go.jp/register/
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